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2019 年 11月 6日、香港特別行政区の林鄭月娥行政長官（キャリー・ラム、以下｢林鄭長官｣）は、北京で開

かれた「粤港澳大湾区」（下記「大湾区」）建設指導チーム会議に出席し、イノベーション及び科学技術、イン

フラ設備の相互連動、金融、気象、商取引の 5 つの主要領域における香港のこれまでの取り組み状況と、

将来的な取り組みの重点項目について報告した。会議終了後、中央政府は、大湾区発展における市民への

優遇措置や香港専門業界別の利便性強化に関する香港の施策 16 項目を発表した1。本稿では、その内容

について簡単に紹介したい。 

主な内容  

今回発表された 16項目は、教育・医療・住宅・交通などの市民生活への支援や、法律・建築・保険業を含む

専門業界への支援、及びイノベーションへの支援の 3方面に分類されており、特に市民生活に直接関連す

る項目への支援が 7項目を占めている。              

【大湾区構想における香港の施策 16項目】 

政策の概要（一部抜粋） 

市民生活 

1. 香港住民の大湾区９都市での住宅購入における規制緩和 

広州、深圳、仏山、東莞、中山、珠海、恵州、江門、肇慶の広東省９都市で住宅を購入す

る際、従来求められていた当地での居住、進学あるいは勤務の年限証明、または個人所

得税や社会保険の納付証明不要 

2. 香港住民が本土でモバイル決済を利用する際の利便性向上を支援 

2018年より、香港のモバイルウォレットが大湾区を含む本土地域で幅広く使用可能となり、

当該サービスを提供する商店数と取引ボリュームも増加 

3. 香港住民による本土銀行口座のパイロット開設を実現 

リスクコントロールを前提に、域内銀行がその香港支店や同じグループ傘下の銀行を通じ

て香港住民の遠隔個人銀行口座（第ⅱ、ⅲ類2）のパイロット開設を実現 

                                                
1  香港政府、2019 年 11 月 6 日。原文： https://www.info.gov.hk/gia/general/201911/06/P2019110600764.htm?fontSize=1 
2  中国本土の個人銀行口座は三種類に分けられ、使途上、第ⅱ類口座は主にオンライン銀行商品の取引に限定、第ⅲ類口座は小額消費及び費

用支払に限定。 
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4. 香港・マカオ住民の子女/子息に対する本土での教育保障を実施 

香港・マカオ住民、またはその子供が当地で同等な教育サービスを享受可能とする 

5.  越境理財商品相互取引の「理財通」スキーム確立を検討 

香港・本土住民双方の越境資産投資のニーズに基づき、越境理財商品を双方の住民に

提供するスキームを検討すると同時に、人民元のクロスボーダー流動性を向上させる 

6.  香港永住権を持つ外国人の大湾区本土都市往来の利便性向上 

香港永住権を所有する外国人に対して、大湾区本土都市で二年から五年までの居住許

可やビザを申請可能とする。こうした利便性により、大湾区各市に人材面でののシナジ

ー効果を向上させる 

7. 大湾区本土都市所在の香港資本医療機関による香港登録医薬品と医療機器

の使用を許可 

大湾区本土都市の指定香港資本医療機関が香港登録の薬品及び常用の医療機器を

使用することが可能。香港大学深圳病院がパイロットに含まれる予定 

専門業界 

8.  香港と本土の弁護士事務所の連携強化 

2019年8月1日より、香港の法律事務所が広東省に設立する合弁事務所の出資制限

（30％未満）を撤廃。また、香港法律専門人材が最大3社の弁護士事務所に同時に法律

コンサルタントとして勤務可能とし、認可制度も従来の承認制度から備案管理に変更 

9.  建設業界の専門人材の資格相互承認の範囲拡大 

香港建築業界専門人材の期限切れ専業資格の延長、香港専門学会会員資格所有の

香港建築士、エンジニアと本土のそれに対応する協会（学会）会員資格の相互認定を

可能とする。 

関連する香港専門人材は本土で登録した就業資格を延長し、本土にて専門サービス提

供の機会を創出 

10.  香港・マカオの建設業界人材を対象とした本土就業の優遇策を拡大 

本土建設業及び関連業界専門資格を保有する香港建設業界人材向け優遇措置の適用

範囲を従来の広東省、広西省、福建省から本土全域まで拡大 

11.  保険業管理・監督に対する優遇策 

2018年7月より、「中国リスクオリエンテッドの償還能力システム」（C-ROSS）3に基づき、

本土保険会社が香港で条件に符合する専門再保険会社に業務を配分する際、当該本

土保険会社の資本金額を引き下げることが可能 

12.  香港事業者による本土での保険損害査定会社経営期限要件の撤廃 

香港サービス提供者による本土での保険損害査定会社の設立要件を撤廃、管理基準も

本土会社と同じく、業務備案制を適用 

13.  香港・マカオの債券市場の発展（大災害債券）を支持 

本土保険会社が香港・マカオでSPCを設立する際の制限を緩和し、香港・マカオでの大

災害債券発行を支持 

イノベーション 

14.  香港・深圳の科学技術イノベーション連携エリア建設を支援 

落馬洲エリアにある「香港・深圳創新及科技園」と深圳にある「深方科創園区」が連携す

るエリアは大湾区の国際イノベーションセンターとしての重要なプラットフォームである。

中央政府は人材、資金、物流、情報等の利便化を支持する政策策定を検討、優秀人材

と海外資金の更なる集約を図り、香港のイノベーション発展の新たなエンジンとする 

                                                
3 「China Risk Oriented Solvency System」というリスクオリエンテッドシステムである。2016 年 1 月に正式的に実施開始、各保険会社の資本金、

準備金などに対するリスクコントロールの基準を設定。 
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15.  生体材料の本土輸入に対する通関の利便性向上 

動物由来の生体材料の通関利便性向上により、香港の研究人材が本土での臨床医学

研究、実験を促進、香港医療技術の発展を支持 

16.  本土側人間遺伝子資源4の香港・マカオへの輸出規制を緩和 

特定条件に符合する香港の大学や科学研究機構が本土で設立した分校病院、分支機

構をパイロットとして人間遺伝子資源を香港へ輸出することが可能 

 

まとめ 

今回の政策は、幅広い階層や業界をターゲットとしており、香港政府は政策革新の突破口であると評価した。

また、林鄭長官はこの施策を歓迎し、香港住民の大湾区都市での発展、就業、居住に対して利便性が高ま

るだけでなく、大湾区内での人、モノ、資金面での流通利便性が高まることにより、特に若者にとって更なる

発展の機会が与えられると述べた。 

今回の 16 項目のうち、香港住民の中国本土都市での住宅購入開放が目玉政策だが、香港の世論の反応

は冷淡なのが実情だ。勤務・進学などの実需に基づき自家用住居を購入することは以前から可能であった

が5、香港住民の購買力には限りがあることや、価格以外にも教育や医療などの課題が残されていることか

ら、今回の新たな施策が住宅購入促進の原動力にはならないとも指摘される。それ以外の項目については、

これまでも大湾区構想の中で既に何らかの形で取り上げられたものが多く、目新しさに欠けるほか、香港住

民や社会全体に対するインパクトは限定的とみられる。 

足元の香港経済は、今年 6 月以降続く抗議活動の影響により、2019 年第 3 四半期には GDP が前年比

2.9％のマイナス成長となるなど、大きな打撃を受けている。11 月 24 日に投票が行われた区議会議員選挙

では、民主派が 9 割に迫る議席を獲得したが、政府と市民の認識の隔たりは大きく、社会混乱の全面的解

決の糸口は見えていない。 

こうした状況下、16 項目の政策は香港の金融、医療、専門サービス業の伝統的な優位性を生かすと同時に、

香港が大湾区において科学技術、イノベーションなど新たな経済発展のエンジンとなりうる分野を発展させ

ることを目指すものだ。しかし、大湾区政策に対する香港市民の冷めた反応を考えると、政策面でさらに踏

み込んでいくとともに、市民の支持を獲得するための工夫や努力も必要となろう。また、政策の実施面にお

いては、中央政府や広東省の関連部署との具体的な連携策策定がポイントとなろう。 

以上 

                                                
4   人間遺伝子資源材料及び情報を指す。人間遺伝子資源材料は人間ゲノムなど遺伝物の含む器官、組織、細胞を指す。一方、人間遺伝子資源

情報は材料から生じるデータなどを指す。 
5    中国住房及城郷建設部、2015 年 8 月 9 日。原文：http://www.mohurd.gov.cn/wjfb/201508/t20150828_224060.html 
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